
（様式①）

[総務局] ２款３項２目 人事管理費 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

-
職員人件費
（退職手当）

6,529,216 6,529,216 14,082,278 14,082,278 △ 7,553,062 △ 7,553,062

1 人事管理費（人事課） 36,993 35,209 38,074 36,245 △ 1,081 △ 1,036

2 職員採用関連事業 5,179 5,179 4,903 4,903 276 276

3 人事管理費（労務課） 1,174 698 4,355 4,355 △ 3,181 △ 3,657

4
人事給与システム運用
事業

197,538 197,538 159,955 159,955 37,583 37,583

5
人事給与事務等改革
推進事業

500,504 500,504 107,058 107,058 393,446 393,446

6
総務事務センター管理
運営事業

954,071 930,871 940,910 914,160 13,161 16,711

7 財政調整基金積立金 9,900,000 9,900,000 0 0 9,900,000 9,900,000 ○

8 職員安全衛生管理事業 341,347 340,309 349,888 348,567 △ 8,541 △ 8,258

9 職員福利厚生事業 565 565 1,245 1,245 △ 680 △ 680

10 職員被服貸与事業 42,395 39,895 42,395 39,895 0 0

11 共済組合事務費負担金 221,499 221,499 216,992 216,992 4,507 4,507

12 次世代育成支援事業 458 458 563 563 △ 105 △ 105

13 職員研修事業 71,376 68,319 73,562 69,236 △ 2,186 △ 917

計 18,802,315 18,770,260 16,022,178 15,985,452 2,780,137 2,784,808
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

施策番号 99

実績

目標

実績

令和　５年度　事業計画書

事業局課 総務 労務
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

2-3-2
1事業区分

歳出予算科目 2 3 2

事業名称

財　源　内　訳

単位

一 般 財 源 等

会計一般

人事給与システム運用事業

枝番号 4

政策番号 99 政策指標 施策指標

前年度事業名称 人事給与システム運用事業

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

197,538
補助事業 0

令和５年度 197,538

0
令和４年度 159,955 159,955

単独事業

0 37,583

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 37,583 0 0 0 0

決
算

127,531 247,173 179,074

127,531 247,173 179,074

0

127,593 247,946 182,494 139,575 0 0
予
算

127,593 247,946 182,494 139,575 0

159,955 37,583
定年引上げ対応等による
増

事業概要
　人事給与システムは、従来バッチ処理を行っていた横浜市の給与支給事務をオンライン化したもので、平成９年１月から稼動してい
る。各区局の人事労務担当所属に84台の専用端末機を設置し、情報システムセンタに設置したホストコンピュータとオンライン専用回
線で接続し、人事・給与データの異動入力、給与支給・年末調整等の処理を行っている。

事業開始年度
平成８年度

（オンラインによる
事業開始）

根拠法令・方針決裁等 横浜市一般職職員に関する給与に関する条例、横浜市常勤特別職職員の給料及び手当に関する条例等

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

課長 係長 給与

細事業合計 197,538 159,955 37,583

本資料は、公正・適正に作成しました。 久米　泰子 立川　清崇 佐々木　茜

事業スケジュール 運用保守業務 通年

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

人事給与システム運用事業 197,538

単位

実績

目標

単位

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①【背景・課題】
本市の人事給与システムは、運用開始から20年以上経過しており、システムの複雑化・他システムとの連携の煩雑化といった課題が

ある。また、法改正や制度改正等に対応するための改修の影響範囲や改修規模現が大きくなっている。
　【課題の分析】
　新たな人事給与関連システムの構築に向け、現行の人事給与システム及びサブシステムの運用保守、並びに人事給与システムに関す
る事務事業の見直しを行うなど、業務の効率化を進めることが不可欠である。

②【目的】
本事業は、本市職員の人事管理・給与計算処理等の内部管理事務を正確かつ効率的に行うことを目的としている。
【効果】
従来紙ベースで管理していた人事台帳、給与台帳などの管理、手作業で実施していた給与計算処理をオンライン及びバッチ処理にて

自動化するもので、人事給与業務の効率化を実現しており、現行人員での業務運用に不可欠である。
　国や本市の制度改正等を反映した上で、システムを利用し適切な人事管理・給与計算処理等を実施できている。

根拠・データ等 内部管理事業のため、定量的なデータ等による評価になじまない。

目標
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

実績

目標

実績

令和　５年度　事業計画書

事業局課 総務 労務
新規拡充 ■ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 2 3 2

事業名称

財　源　内　訳

単位

一 般 財 源 等

会計一般

財政調整基金積立金

枝番号 7

政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

9,900,000
補助事業 0

令和５年度 9,900,000

0
令和４年度 0 0

単独事業

0 9,900,000

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 9,900,000 0 0 0 0

決
算

0 0 0

0 0 0

0

0 0 0 0 9,000,000 0
予
算

0 0 0 0 9,000,000

0 9,900,000 新規事業のため

事業概要 定年引上げによる影響額の平準化のため、隔年で財政調整基金に積み立てます。

事業開始年度 令和5年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市財政調整基金条例、横浜市中期計画2022～2025（素案）

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

課長 係長 給与

細事業合計 9,900,000 0 9,900,000

本資料は、公正・適正に作成しました。 久米　泰子 立川　清崇 山下　起生

事業スケジュール
奇数年度（令和５年度より令和13年度までの隔年）
５月：積立

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

財政調整基金積立金 9,900,000

単位

実績

目標

積立額
単位

千円

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

「横浜市一般職職員の定年等に関する条例」の一部改正に伴い、職員の定年年齢は令和５年度から令和13年度にかけて２年に１歳ずつ引
き上げられ、最終的に65歳となります。
これに伴い、２年に一度、定年退職者が生じないことから、定年引上げ期間中、退職手当の支給額が年度間で大幅に増減することが見込
まれるため、令和５年度より、財政調整基金を活用し、定年引上げ期間中の影響額を平準化することで、後年度の財政運営の安定化を図
ります。

根拠・データ等
・横浜市財政調整基金条例
・横浜市一般職職員の定年等に関する条例

目標 9,900,000 0 9,000,000 0
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